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企 画 総 務 委 員 会 

令和２年６月８日 

総 務 部 庁 舎 管 理 ・ 契 約 課 

 

 

専決処分の報告について 

 

１ 報告件名 

板橋区立東板橋体育館大規模改修工事請負契約の変更 

 

２ 契約の相手方 

大阪府大阪市北区天満一丁目３番２１号  

松村・瀧島 建設共同企業体 

（代表者） 

株式会社松村組 

代表取締役 岩本 恭治 

 

３ 契約変更の概要 

（１） 変更理由 

本契約は、令和２年３月３日に板橋区議会の議決を得たもので、令和

２年２月以前の公共工事設計労務単価（旧労務単価）による積算に基づ

き予定価格を定めた工事請負契約である。 

適切な施工の確保に資するため、令和２年３月から適用する公共工事

設計労務単価（新労務単価）に係る特例措置に基づく契約変更を行った。 

（２） 契約金額の増額 

変更前  １，６７２，０００，０００円 

変更後  １，６７８，７６５，０００円 

増加額      ６，７６５，０００円 

（３）変更内容 

契約金額について、新労務単価により積算した予定価格に対して、当

初契約金額の旧予定価格に対する比率（９８．８５６６％）を乗じて得

た額に変更した。 

 

４ 専決処分年月日 

令和２年４月２２日
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専決処分の報告について 

 

１ 報告件名 

板橋区立東板橋体育館大規模改修電気設備工事請負契約の変更 

 

２ 契約の相手方 

板橋区成増二丁目９番８号  

東方・筑波 建設共同企業体 

（代表者） 

東方電設工業株式会社 

代表取締役 川見 治朗 

 

３ 契約変更の概要 

（１） 変更理由 

本契約は、令和２年３月３日に板橋区議会の議決を得たもので、令和

２年２月以前の公共工事設計労務単価（旧労務単価）による積算に基づ

き予定価格を定めた工事請負契約である。 

適切な施工の確保に資するため、令和２年３月から適用する公共工事

設計労務単価（新労務単価）に係る特例措置に基づく契約変更を行った。 

（２） 契約金額の増額 

変更前  ４２６，３５２，３００円 

変更後  ４２６，６４６，０００円 

増加額      ２９３，７００円 

（３）変更内容 

契約金額について、新労務単価により積算した予定価格に対して、当

初契約の落札率（９０．２８４％）を乗じて得た額に変更した。 

 

４ 専決処分年月日 

令和２年４月２２日
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専決処分の報告について 

 

１ 報告件名 

板橋区立東板橋体育館大規模改修空気調和設備工事請負契約の変更 

 

２ 契約の相手方 

東京都北区栄町１番３号  

アネス株式会社 

代表取締役 田中 崇彦 

 

３ 契約変更の概要 

（１） 変更理由 

本契約は、令和２年３月３日に板橋区議会の議決を得たもので、令和

２年２月以前の公共工事設計労務単価（旧労務単価）による積算に基づ

き予定価格を定めた工事請負契約である。 

適切な施工の確保に資するため、令和２年３月から適用する公共工事

設計労務単価（新労務単価）に係る特例措置に基づく契約変更を行った。 

（２） 契約金額の増額 

変更前  ５３０，２００，０００円 

変更後  ５３３，１７０，０００円 

増加額    ２，９７０，０００円 

（３）変更内容 

契約金額について、新労務単価により積算した予定価格に対して、当

初契約の落札率（９８．１１１％）を乗じて得た額に変更した。 

 

４ 専決処分年月日 

令和２年４月２２日
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専決処分の報告について 

 

１ 報告件名 

板橋区立東板橋体育館大規模改修給排水衛生ガス設備工事請負契約の変更 

 

２ 契約の相手方 

板橋区板橋二丁目１３番１号  

株式会社木村工業 

代表取締役 木村 隆司 

 

３ 契約変更の概要 

（１） 変更理由 

本契約は、令和２年３月３日に板橋区議会の議決を得たもので、令和

２年２月以前の公共工事設計労務単価（旧労務単価）による積算に基づ

き予定価格を定めた工事請負契約である。 

適切な施工の確保に資するため、令和２年３月から適用する公共工事

設計労務単価（新労務単価）に係る特例措置に基づく契約変更を行った。 

（２） 契約金額の増額 

変更前  ２６４，０００，０００円 

変更後  ２６４，７１５，０００円 

増加額      ７１５，０００円 

（３）変更内容 

契約金額について、新労務単価により積算した予定価格に対して、当

初契約の落札率（９９．０３０％）を乗じて得た額に変更した。 

 

４ 専決処分年月日 

令和２年４月２２日


